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第１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　当社は、平成21年11月13日、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDに第三者割当増資を行うと同時に、True Honour

Group Ltd.から、China CEE(Holding)Co.,LTDの全株式を買収することで、中国企業である北京誠信能環科技有限公司

を子会社化しました。しかし、平成24年５月10日になって、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDとTrue Honour Group

Ltd. は実質的に一体であり、本件の増資と買収は実質的には株式交換であることが判明いたしました。また、本件子

会社化は、企業結合会計における逆取得にあたり、当社は、第15期第２四半期（自 平成21年10月１日　至 平成21年12

月31日）から第17期第２四半期（自 平成23年10月１日　至 平成23年12月31日）までの決算を遡って訂正する必要が

あることが判明いたしました。

　この結果、当社が平成23年５月10日付で提出いたしました第16期第３四半期報告書（自 平成23年１月１日　至 平成

23年３月31日）の記載事項を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づ

き、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の連結財務諸表については、パシフィック監査法人により監査を受けており、その監査報告書を添付し

ています。

第２【訂正事項】
第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　１　主要な経営指標等の推移

　第２　事業の状況

　　４　財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析

　第５　経理の状況

　　１　連結財務諸表等

レビュー報告書

第３【訂正個所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期

第３四半期連結
累計期間

第16期
第３四半期連結
累計期間

第15期
第３四半期連結
会計期間

第16期
第３四半期連結
会計期間

第15期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
７月１日
至平成23年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成23年
１月１日
至平成23年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

売上高（千円） 3,198,3775,225,3601,207,2521,831,4984,575,527

経常利益（千円） 808,8961,190,804205,873 425,4051,149,441

四半期（当期）純利益（千円） 732,2361,073,376188,026 346,5311,034,889

純資産額（千円） － － 3,049,8394,316,7353,265,611

総資産額（千円） － － 4,027,7045,604,5554,523,504

１株当たり純資産額（円） － － 12,168.113,403.6112,975.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4,226.38 863.02 757.23 278.105,391.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
4,193.37 857.97 752.25 276.525,345.27

自己資本比率（％） － － 75.02 75.71 71.23

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
383,670△100,182 － － 975,035

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
251,820 157,644 － － △37,675

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△88,969　 12,954　 － － △88,969

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,253,5312,473,3722,470,972

従業員数（人） － － 538 547 570

　（注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２　売上高には、消費税等を含んでおりません。

３　平成21年12月にChina CEE(Holding) Co.,LTD.と実質的に株式交換を行うことで、中国企業である北京誠信能

環科技有限公司（以下「北京誠信」）を完全子会社化いたしました。本件子会社化は企業結合会計上の逆取

得に該当するため、前第３四半期連結累計期間の業績については、北京誠信の平成21年12月31日までの連結

経営成績に当社グループの平成22年1月1日以降の連結経営成績を合算したものとなっております。

　　　　４　平成23年１月１日付で株式１株を５株に分割しております。当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った

場合の第15期、第15期第３四半期連結累計期間及び第15期第３四半期連結会計期間の１株当たり指標を参考

までに掲げると以下のとおりとなります。
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（参考）　

回次
第15期

第３四半期連結
累計期間

第15期
第３四半期連結
会計期間

第15期

会計期間

自平成21年
７月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
１月１日
至平成22年
３月31日

自平成21年
７月１日
至平成22年
６月30日

１株当たり純資産額（円） － 2,433.622,595.11

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
845.27 151.44 1,078.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
838.67 150.45 1,069.05

　

　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 547     

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

　　　　 

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 6     

　（注）　従業員数は、就業人員であります。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは「日本」、「北米」、「欧州」及び「中国」という４つの地域を基礎とした報告セグメントを有し、

取締役会における重要な意思決定を行っております。

　当社グループは、ITソフトウェア関連、省エネ環境関連の製品・サービスを提供しております。これらの生産・販売

品目は多種多様であり、同種の製品であっても、その内容は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品

も多いため、製品・サービスのセグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりま

せん。

　なお、報告セグメントにおける販売の状況については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」におけるセグメントの業績において示しております。　

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国など新興国の成長が下支えとなって企業収益が緩やかに

回復に向かい、景気は持ち直しに転じたものの、完全失業率は依然高水準で推移し、依然厳しい状況が続いておりま

す。また平成23年３月11日に突如発生した東北地方太平洋沖地震の影響により、景気が急速に落ち込むことが懸念

されております。一方、当社グループの主要市場である北米においては雇用情勢も徐々に回復し、また中国において

も、依然高い経済成長率がみられます。

当第３四半期連結会計期間においても継続的な円高が続いており、海外売上高が99％を占める当社にとっては厳

しい経営環境が続く中、当社グループでは、前連結会計年度で確立した米国と中国の２大プロフィットセンターと

いう営業黒字体制を維持し、当連結会計年度においても、さらなる成長を図れるよう、堅実な事業展開を行っており

ます。

当社米国子会社であるCelartem,Inc.においては、個人向けフォント管理ソフトウェア「SuitcaseFusion 3」お

よびデジタル資産管理（DAM）ソリューション「Portfolio Server」の売上が堅調に推移するとともに、当第３四

半期連結会計期間においても引続き米国政府から地理情報システムを受注し、業績は順調に推移いたしました。

当社中国子会社である北京誠信能環科技有限公司においては、旧正月の影響で受注案件自体が少ない中、小型省

エネ案件を堅調に受注しました。また第２四半期に受注したスマートグリッド関連事業等の大型案件工事も順調に

進行するなど、業績は堅調に推移いたしました。なお、平成23年３月末納品予定であった一部の案件については、事

業主の都合により受注金額の一部を第４四半期に売上計上する予定となっております。

コストセンターである本社ヘッド・クオーター部門においても、引続き徹底したコスト管理を行うなど、経費節

減に努めております。継続的な円高基調による為替差損等の損失が発生したものの、当社グループは当第３四半期

連結会計期間においても、堅調に利益を積み重ねております。

　以上の結果、当社グループの連結業績は、売上高が1,831百万円（対前年同期比51.7％増）、営業利益が420百万円

（前年同期190百万円）、経常利益が425百万円（前年同期205百万円）及び四半期純利益が346百万円（前年同期

188百万円）となりました。　  

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　日本は、日本市場に向けてECサイト向け画像自動編集・配信ソフトの販売活動を行っております。当第３四半期連

結会計期間において売上高は6百万円（前年同期比35.5％増）となりました。営業損失は１百万円（前年同期は営

業損失67百万円）となりました。なお、前期において日本セグメントに計上されていたヘッド・クオーター部門

（米中欧の連結子会社のコントロールを通じ、連結グループ全体の経営を行う部門）に係る費用55百万円は、当第

３四半期連結会計期間では全社費用として調整額に計上されており、日本セグメントから除外されております。

②北米

　100％連結子会社である米国セラーテム・インクが、オレゴン州ポートランドを拠点とするExtensis部門とワシン

トン州シアトルを拠点とするLizardTech部門を有し、全世界30以上の国と地域にソフトウェアの販売を行っており

ます。当第３四半期連結会計期間において売上高はセグメント間の内部売上高を含めて428百万円（前年同期比

3.1％増）となりました。営業利益は66百万円（前年同期は営業利益55百万円）となりました。

③欧州
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　100％連結子会社であるセラーテム・ヨーロッパが英国ノースハンプトンを拠点に欧州市場全体に米国セラーテ

ム・インク製品の販売促進活動を行っております。当第３四半期連結会計期間において売上高はセグメント間の内

部売上高を含めて31百万円（前年同期比0.7％減）となりました。営業利益は８百万円（前年同期は営業利益10百

万円）となりました。

④中国　

　100％連結子会社である北京誠信、科信能環などが中国北京市を拠点として、中国市場に省エネおよびITサービス

事業を展開しております。当第３四半期連結会計期間において売上高は1,396百万円（前年同期比77.5％増）、営業

利益はセグメント間の内部費用負担を含めて364百万円（前年同期は営業利益145百万円）となりました。

  

(2）資産・負債・純資産の状況

　当第３四半期連結累計期間末において、流動資産は前連結会計年度末に比べて33.5％増加し、5,152百万円となり

ました。これは受取手形及び売掛金が705百万円、前渡金が158百万円増加したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて32.0％減少し、452百万円となりました。これは投資有価証券が166百万円

減少したことなどによります。この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて23.9％増加し、5,604百万円となりま

した。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて、1.0％増加し、1,270百万円となりました。これは支払手形及び買掛金が56

百万円、前受金が72百万円増加したことなどによります。

　固定負債は、17百万円となりました。これは長期未払金が16百万円増加したことなどによります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて、32.2％増加し、4,316百万円となりました。これは、四半期純利益1,073百万

円を計上したことなどによります。なお、平成22年９月15日開催の定時株主総会において、資本政策上の柔軟性や機

動性を確保することを目的とする無償減資を行っており、これにより資本金が2,186百万円、資本剰余金が4,314百

万円減少し、この全額が利益剰余金に振替えられております。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、当第３四半期連結会計期間において280百万円減

少し、2,473百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、341百万円(前年同期76百万円の使用)となりました。

　主な要因は、税金等調整前四半期純利益205百万円、売上債権の増加425百万円、たな卸資産の増加224百万円等で

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、22百万円(前年同期262百万円の獲得)となりました。

　主な要因は、投資有価証券の取得による支出16百万円、無形固定資産の取得による支出３百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、４百万円となりました。

　主な要因は、ストックオプション行使に伴う株式発行による収入４百万円であります。

　なお、前年同期において、財務活動の結果獲得・使用した資金はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、88百万円であります。

　当社グループは、米国子会社において、フォント管理、デジタル資産管理、地理情報システムといったITソフトウェ

ア分野において、コア技術及びソフトウェアアプリケーションに関連する開発活動を進めています。 

　また、中国子会社である北京誠信および科信能環において、スマートグリッドを含む省エネおよびITサービス事業

への研究開発活動にも取り組んでおります。

　今後、米国と中国の子会社間において、より緊密なコミュニケーションなど、同一グループ企業でなければ実現不

可能なコラボレーションにより、研究開発活動の活性化を図ります。

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

 6/31



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,965,000

計 4,965,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
（平成23年３月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成23年５月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,246,735 1,246,900

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード)　

当社は単元株制度は

採用していません。

計　　 1,246,735 1,246,900 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

            会社法の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成21年９月17日取締役会決議（第４回ストック・オプション①）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 953

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,765

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,732

新株予約権の行使期間 自　平成22年８月15日　至　平成27年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  　 2,513

資本組入額　   1,257

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、原則として当社または当社の連結子会社の従業員の

地位にあることを要する。

②その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契約に

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認められない。質入その他担保の提供も認めな

い。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。
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平成21年９月17日取締役会決議（第４回ストック・オプション②）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 4,643

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,215

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,732

新株予約権の行使期間 自　平成23年８月15日　至　平成27年８月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　  　 　2,573　

資本組入額 　 　 1,287

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、原則として当社または当社の連結子会社の従業員の

地位にあることを要する。

②新株予約権が権利確定し行使可能となるためには、取締

役会の定めるパフォーマンス基準を充足しなければな

らず、必要とされる基準を充足しない場合、かかる期間

についての新株予約権は自動的に無効となるものとす

る。

③その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契約に

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認められない。質入その他担保の提供も認めな

い。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。
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平成21年12月22日取締役会決議（中国子会社従業員向けストック・オプション①）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 3,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,140

新株予約権の行使期間 自　平成23年２月15日　至　平成26年２月14日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　9,354

資本組入額　　　 4,677

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、原則として当社または当社の連結子会社の従業員の

地位にあることを要する。

②その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契約に

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認められない。質入その他担保の提供も認めな

い。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。　
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平成21年12月22日取締役会決議（中国子会社従業員向けストック・オプション②）

 
第３四半期会計期間末現在
（平成23年３月31日）

新株予約権の数（個） 6,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8,140

新株予約権の行使期間 自　平成24年２月15日　至　平成27年２月14日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　　9,658

資本組入額　　　 4,829

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、原則として当社または当社の連結子会社の従業員の

地位にあることを要する。

②新株予約権が権利確定し行使可能となるためには、取締

役会の定めるパフォーマンス基準を充足しなければな

らず、必要とされる基準を充足しない場合、かかる期間

についての新株予約権は自動的に無効となるものとす

る。

③その他の行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契約に

定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

相続または取締役会が別途定める場合を除き、新株予約権

の譲渡は認められない。質入その他担保の提供も認めな

い。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 当社取締役会決議において定めるところによる。

　

（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により、新株予約権の目的である株式の数（以下「付与

株式数」という。）を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使してい

ない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切

り捨てるものとする。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権の行使時の払込金額は、次の算式

により払込金額を調整し、調整による1円未満の端数を切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合は除

く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

     

既発行株式数

 

＋

新規発行(又は処分)

株式数
×
１株あたりの

払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前(又は処分前)の株価

既発行株式数＋新規発行(又は処分)株式数

　　上記のほか払込金額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは合理的な範囲で払込金額を調整する。

３．当社は平成23年１月１日付で１株を５株に株式分割いたしました。これにより、新株予約権の目的となる株式

の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額は、株式分割を勘案した数値になっております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年１月１日

(注)１
995,9801,244,975 － 2,575,027 － 5,689

平成23年１月１日～

平成23年３月31日

(注)２

1,760 1,246,735 2,211 2,577,239 2,211 7,900

(注)１．株式分割（１：５）によるものであります。

　　２．新株予約権の行使による増加であります。

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

　

（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることが出来ないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　248,995 248,995
権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 248,995 ― ―

総株主の議決権 ― 248,995 ―

(注)１．「完全議決権株式(その他)」には証券保管振替機構名義の株式９株(議決権の数９個)が含まれております。

２．平成23年１月１日付をもって普通株式１株を５株に株式分割し、これにより株式数は995,980株増加しました。ま

た新株予約権の行使により1,760株増加したため、発行済株式総数は1,246,735株となっております。

 

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― － － － －

計 ― － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
７月

８月 ９月 10月 11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高（円） 135,000149,900111,000101,900126,900
126,600

※25,320　
25,95021,36019,060

最低（円） 95,20094,60086,20083,80085,000
110,000

※22,000　
19,460　 17,55010,000

　（注）１．最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所市場ヘラクレスにおけるものであります。

２．※印は、株式分割（平成23年１月１日、１株→５株）による権利落後の株価であります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

13/31



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年７月１日から

平成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　当社は、平成21年12月に、China CEE(Holding)Co.,LTDと実質的に株式交換を行うことで、中国企業である北京誠信能

環科技有限公司（以下「北京誠信」）を完全子会社化いたしました。本件子会社化は企業結合会計上の逆取得に該当

するため、前第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）の業績については、北京誠信

の平成21年12月31日までの連結経営成績に当社グループの平成22年1月1日以降の連結経営成績を合算したものと

なっております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平

成22年３月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年７月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年７月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、パシフィック

監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、パシフィック監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,473,372 2,470,972

受取手形及び売掛金 1,144,631 439,052

たな卸資産 ※1
 1,061,767

※1
 755,143

前渡金 166,315 7,763

前払費用 15,271 41,436

その他 293,114 146,559

貸倒引当金 △1,979 △2,225

流動資産合計 5,152,493 3,858,701

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 113,772 140,912

機械装置及び運搬具（純額） 136,921 129,252

有形固定資産合計 ※2
 250,694

※2
 270,165

無形固定資産

特許権 12,160 8,841

ソフトウエア 68,633 86,351

その他 506 506

無形固定資産合計 81,300 95,699

投資その他の資産

投資有価証券 16,630 182,736

長期貸付金 102,357 106,920

長期前払費用 1,639 2,076

差入保証金 92,198 101,790

供託金 9,599 9,872

繰延税金資産 － 2,462

貸倒引当金 △102,357 △106,920

投資その他の資産合計 120,067 298,937

固定資産合計 452,062 664,802

資産合計 5,604,555 4,523,504
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 215,565 159,091

未払金及び未払費用 149,084 295,012

未払法人税等 83,820 28,844

前受金 388,359 315,997

前受収益 418,986 420,593

返品調整引当金 512 781

その他 13,782 37,572

流動負債合計 1,270,110 1,257,892

固定負債

リース債務 1,358 －

長期未払金 16,351 －

固定負債合計 17,710 －

負債合計 1,287,820 1,257,892

純資産の部

株主資本

資本金 2,577,239 4,755,989

資本剰余金 7,900 4,314,188

利益剰余金 1,817,870 △5,756,345

株主資本合計 4,403,010 3,313,832

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － △4,560

為替換算調整勘定 △159,608 △87,345

評価・換算差額等合計 △159,608 △91,905

新株予約権 65,575 35,648

少数株主持分 7,756 8,036

純資産合計 4,316,735 3,265,611

負債純資産合計 5,604,555 4,523,504
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 3,198,377 5,225,360

売上原価 1,456,822 2,321,129

売上総利益 1,741,554 2,904,231

販売費及び一般管理費 ※1
 969,687

※1
 1,741,383

営業利益 771,866 1,162,847

営業外収益

受取利息及び配当金 10,166 19,302

有価証券売却益 10,104 16,047

投資有価証券売却益 － 4,014

受取研究奨励金 12,483 －

為替差益 2,801 －

その他 1,474 4,420

営業外収益合計 37,029 43,784

営業外費用

為替差損 － 7,931

投資有価証券売却損 － 7,773

その他 － 123

営業外費用合計 － 15,828

経常利益 808,896 1,190,804

特別利益

前期損益修正益 － 9,447

新株予約権戻入益 － 62

債務免除益 10,719 －

特別利益合計 10,719 9,509

特別損失

関係会社株式売却損 28,098 －

特別損失合計 28,098 －

税金等調整前四半期純利益 791,517 1,200,314

法人税、住民税及び事業税 57,965 126,761

法人税等合計 57,965 126,761

少数株主損益調整前四半期純利益 733,552 1,073,552

少数株主利益 1,315 176

四半期純利益 732,236 1,073,376
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 1,207,252 1,831,498

売上原価 476,917 839,856

売上総利益 730,335 991,641

販売費及び一般管理費 ※1
 540,122

※1
 571,059

営業利益 190,212 420,582

営業外収益

受取利息及び配当金 1,213 6,394

有価証券売却益 10,104 －

為替差益 2,868 －

その他 1,474 －

営業外収益合計 15,660 6,394

営業外費用

為替差損 － 1,484

その他 － 87

営業外費用合計 － 1,571

経常利益 205,873 425,405

税金等調整前四半期純利益 205,873 425,405

法人税、住民税及び事業税 17,531 78,826

法人税等合計 17,531 78,826

少数株主損益調整前四半期純利益 188,342 346,578

少数株主利益 316 47

四半期純利益 188,026 346,531
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成22年３月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 791,517 1,200,314

減価償却費 39,224 72,995

債務免除益 △10,719 －

関係会社株式売却損 28,098 －

新株予約権戻入益 － △62

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △10,104 △12,288

為替差損益（△は益） △95 397

貸倒引当金の増減額（△は減少） △398 △112

前期損益修正損益（△は益） － 9,447

受取利息及び受取配当金 △10,166 △19,302

売上債権の増減額（△は増加） 45,976 △714,968

たな卸資産の増減額（△は増加） △103,915 △323,724

仕入債務の増減額（△は減少） 60,774 60,648

未払金の増減額（△は減少） △39,892 △136,623

前受金の増減額（△は減少） △179,846 80,126

その他 △192,710 △266,029

小計 417,740 △49,182

利息及び配当金の受取額 10,166 19,302

法人税等の支払額 △44,236 △70,303

営業活動によるキャッシュ・フロー 383,670 △100,182

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 267,600 －

有形固定資産の取得による支出 △55,371 △26,539

無形固定資産の取得による支出 △79,594 △5,291

長期前払費用の取得による支出 － △305

差入保証金の回収による収入 3,379 6,827

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △210,678 △604,375

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 220,782 787,330

関係会社株式の売却による収入 105,702 －

役員に対する短期貸付けによる支出 － △370,000

役員に対する短期貸付金の回収による収入 － 370,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 251,820 157,644

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △180,680 －

株式の発行による収入 91,711 13,054

リース債務の返済による支出 － △99

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,969 12,954

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,855 △68,017

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 544,664 2,400

現金及び現金同等物の期首残高 543,780 2,470,972

株式交換に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,165,086 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
2,253,531

※1
2,473,372
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響額

はありません。　

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成23年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年６月30日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 22,788千円

仕掛品 976,325千円

原材料 62,653千円

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、311,892千円であ

ります。

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 10,433千円

仕掛品 681,687千円

原材料 63,022千円

　

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、323,925千円であ

ります。

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 278,252千円

研究開発費 101,190千円

給与手当 467,243千円

研究開発費 273,252千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与手当 162,474千円

研究開発費 101,190千円

給与手当 145,172千円

研究開発費 88,537千円

 

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

21/31



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,962,104千円

容易に換金可能であり僅少なリスク

しか負わない短期投資（有価証券）
291,427千円

現金及び現金同等物 2,253,531千円

２　企業結合（逆取得）に関する事項

　　　北京誠信を傘下に有するChina CEEとの株式交換が企業

結合会計上の逆取得に該当するため、当第３四半期連

結累計期間の現金及び現金同等物の期首残高は北京誠

信（取得企業）の連結期首残高となっております。そ

のため、前連結会計年度の現金及び現金 同等物の期末

残高と当第３四半期連結累計期間の現金及び現金同等

物の期首残高は連続しておりません。
 
３　重要な非資金取引の内容

　　　北京誠信を傘下に有するChina CEEを取得企業とした株

式交換の結果、当社グループを被取得企業として受け

入れた資産および負債の額は次のとおりであります。

流動資産 1,365,163千円

固定資産 82,600千円

流動負債 589,969千円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,473,372千円

現金及び現金同等物 2,473,372千円

　

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　

平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式  　　1,246,735株 

２．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　　 親会社　65,575千円 

３．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、平成22年９月15日開催の定時株主総会において、資本政策上の柔軟性や機動性を確保することを目

的とする無償減資を行いました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本金が2,186,650千円、資

本準備金が4,314,188千円減少し、この減少額6,500,839千円と同額利益剰余金が増加しております。　　また、

ストック・オプションの権利行使により、資本金が7,900千円、資本準備金が7,900千円増加しております。

　　これらにより、当第３四半期連結会計期間末において資本金が2,577,239千円、資本剰余金が7,900千円、利益

剰余金が1,817,870千円となっております。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
ITソフトウェア
関連事業
（千円）

省エネ環境
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 632,520　　 574,732　 1,207,252　 － 1,207,252　

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－　　 －　 －　 － －

 計 632,520　 574,732　 1,207,252　　 － 1,207,252　

　営業費用 537,842 478,0071,015,849 1,189 1,017,039

 営業利益 94,677　 96,725　　 191,402　　 △1,189　 190,212　

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 
ITソフトウェア
関連事業
（千円）

省エネ環境
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 632,5202,565,8563,198,377 － 3,198,377

(2）

 

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

 計 632,5202,565,8563,198,377 － 3,198,377

　営業費用 537,8421,887,4772,425,320 1,189 2,426,510

 営業利益 94,677 678,379 773,056 △1,189 771,866

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要事業

ITソフトウェア関連事業 システムインテグレーション、ソフトウェア製造販売等

省エネ環境関連事業 省エネ環境関連工事、コンサルティング等

３．当社グループは従来、ITソフトウエア関連事業の単一事業セグメントでありましたが、北京誠信等中国子会

社を連結の範囲に含めたことに伴い、当第３四半期連結会計期間から、新たに省エネ環境関連事業のセグメ

ントが加わっております。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
4,634416,033 － 786,5841,207,252－ 1,207,252

(2）セグメント間の内部

売上高
－ － 31,219 － 31,219△31,219 －

計 4,634416,03331,219786,5841,238,471△31,2191,207,252

営業費用 71,834360,18820,867641,3951,094,285△77,2451,017,039

営業利益又は

営業損失（△）
△67,20055,84510,352145,189144,18646,026190,212

　 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売

上高
4,634416,033 － 2,777,7093,198,377－ 3,198,377

(2）セグメント間の内部

売上高
－ － 31,219 － 31,219△31,219 －

計 4,634416,03331,2192,777,7093,229,596△31,2193,198,377
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日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

営業費用 71,834360,18820,8672,050,8662,503,755△77,2452,426,510

営業利益又は

営業損失（△）
△67,20055,84510,352726,842725,84046,026771,866

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………米国

欧州………イギリス

アジア……中国、韓国

なお、韓国の拠点は平成20年12月末をもって閉鎖されたため、当第３四半期連結会計（累計）期間の業績に

韓国は含まれておりません。一方、当第３四半期連結会計（累計）期間から新たに中国の業績が含まれてお

ります。これは、北京誠信等中国子会社を企業結合会計上の逆取得したことによります。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成22年１月１日　至平成22年３月31日）

 北米 欧州 アジア　 その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 277,778 124,699 788,551 9,685 1,200,714

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,207,252

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
23.0 10.3 65.3 0.8 99.5

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年７月１日　至平成22年３月31日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 277,778 124,6992,779,675 9,685 3,191,838

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,198,377

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
8.7 3.9 86.9 0.3 99.8

　（注）１　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北米………米国、カナダ

欧州………フランス、イギリス他

アジア……中国他　

その他……オーストラリア他

なお、当第３四半期連結会計(累計)期間から新たに北京誠信等中国子会社を企業結合会計上の逆取得したこ

とに伴い、従来「その他」に含めて表示していた「アジア」地域の連結売上高に占める割合が高くなったた

め、「アジア」を「その他」から区分して表示することとしました。

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【セグメント情報】

（追加情報）

　　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。　

　　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、日本にヘッド・クオーター部門を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、日本本社の他、米国、英国、中

国に重要な現地法人を置いて事業活動を展開しております。日本国内においては当社セラーテムテクノロジーの事業

部門が、米国、カナダといった北米地域においてはセラーテム・インクが、英国、フランス、ドイツといった欧州地域に

おいてはセラーテム・ヨーロッパが、中国においては北京誠信、科信能環などの中国子会社が、それぞれ独立した経営

単位として各地域における事業活動を展開しております。そのため、当社は「日本」、「北米」、「欧州」及び「中

国」という４つの地域を基礎とした報告セグメントを有し、グローバル戦略に関する重要な意思決定を行っておりま

す。　
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　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年７月１日　至平成23年３月31日）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 日本 北米　 欧州　 中国　 計　
調整額
（注）　

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への売上高 25,5891,342,220－ 3,857,5505,225,360－ 5,225,360

(2）セグメント間取引 － － 90,286 － 90,286△90,286 －

計 25,5891,342,22090,2863,857,5505,315,647△90,2865,225,360

セグメント利益 749 282,92420,562911,0521,215,290△52,4421,162,847

　

当第３四半期連結会計期間（自平成23年１月１日　至平成23年３月31日）　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　 日本 北米　 欧州　 中国　 計　
調整額
（注）　

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への売上高 6,277428,819 － 1,396,4001,831,498－ 1,831,498

(2）セグメント間取引 － － 31,016 － 31,016△31,016 －

計 6,277428,81931,0161,396,4001,862,515△31,0161,831,498

セグメント利益または損失

（△）
△1,30866,5598,417364,436438,104△17,521420,582

（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。　　　　　　　（単位：千円）

　 当第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結会計期間

セグメント間取引消去　 115,954 38,055

全社費用※ △168,396 △55,577

合計 △52,442 △17,521

　　　　※全社費用は、各報告セグメントに帰属しないヘッド・クオーター部門に係る費用であります。　

　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

　リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っております。なお、当第３四半期連結会計期間におけるリース

取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）

ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　9,467千円

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）

　当社グループは、オフィスの不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有しております

が、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社ならびに子会社ともにオフィスを移転する

予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務を計

上しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成23年３月31日）

前連結会計年度末
（平成22年６月30日）

１株当たり純資産額 3,403.61円 １株当たり純資産額 12,975.58円

　（注）　　当社は、平成23年１月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行いました。当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額は2,595円11銭であります。

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4,226.38円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4,193.37円

１株当たり四半期純利益金額 863.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 857.97円

　（注）１．当社は、平成23年１月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行いました。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合における前第３四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額は845円27銭であ

り、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は838円67銭であります。

２．１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益 　 　

四半期純利益（千円） 732,236 1,073,376

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益(千円） 732,236 1,073,376

期中平均株式数（株） 173,254 1,243,745

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,364 7,315

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 757.23
円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 752.25
円

　

１株当たり四半期純利益金額 278.10
円

　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 276.52
円

　

　（注）１．当社は、平成23年１月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行いました。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合における前第３四半期連結会計期間の１株当たり四半期純利益金額は151円44銭であ

り、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は150円45銭であります。

２．１株当たり四半期純利益金額等の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり四半期純利益   

四半期純利益（千円） 188,026 346,531

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益(千円） 188,026 346,531

期中平均株式数（株） 248,307 1,246,081

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,645 7,093

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

――――― ―――――

（追加情報）

　平成22年12月21日開催の当社取締役会において、以下の通り連結子会社の増資を決議しておりますが、当第３四半期会

計期間末日現在、中国現地での手続きの都合により、最終的な増資手続きは完了しておりません。

(1）増資の目的

①事業規模並び収益力を早期に確立する為の資本増強

②中国エネルギー関連市場の成長スピードや技術革新に対応する為の資本増強

③当社米国子会社ソフトウェアの中国進出を見据えた組織力強化に伴う資本増強

(2）増資の内容

　当社は、100％連結子会社であるChina CEE（Holdings）Co.,Ltd.に２百万米ドルを貸付け、同社はさらに同社の

100％連結子会社であるCEE DEVELOPMENT（HK）LIMITEDに当該2百万米ドルを貸付けます。CEE DEVELOPMENT（HK）

LIMITEDは、同社の100％連結子会社である科信能環（北京）技術発展有限公司に対し２百万米ドルの増資を行い、

科信能環（北京）技術発展有限公司の資本金を現行の３百万米ドルから５百万米ドルへと増加させます。

(3）増資を行う連結子会社の概要

①商号：科信能環（北京）技術発展有限公司

②代表者：ユ ウェンゲ（当社取締役会長が兼務）

③所在地：北京市朝陽区金桐西路10号遠洋光華AB座9Ｆ

④設立年月日：2009年10月20日

⑤主要事業：工業施設向け大型省エネ事業、スマートグリッド事業、ITソフトウェア事業　

　第３四半期報告書提出日現在において、当社よりChina CEE（Holdings）Co.,Ltd.に２百万ドルの貸付けは既に完了し

ております。平成23年６月中には、科信能環（北京）技術発展有限公司に対する増資手続きは完了する予定となってお

ります。

(4）（中国企業である北京誠信能環科技有限公司の子会社化について）

　当社は、平成21年11月13日、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDに第三者割当増資を行うと同時に、True Honour

Group Ltd.から、China CEE(Holding)Co.,LTD.の全株式を買収することで、中国企業である北京誠信能環科技有限

公司を子会社化いたしました。しかし、WEALTH CHIME INDUSTRIAL LIMITEDとTrue Honour Group Ltd. は実質的に

一体であり、本件の子会社化は実質的に株式交換であることが、平成24年5月10日になって明らかになっており、本

件の子会社化において、当社の過去の手続きに誤りがあったことが判明しました。また、本件の子会社化は、企業結

合会計における逆取得であることが判明したため、当社は、第15期第２四半期（自平成21年10月１日　至平成21年12

月31日）から第17期第２四半期（自平成23年10月１日　至平成23年12月31日）の決算を遡って訂正しております。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。 

　

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年６月15日

株式会社セラーテムテクノロジー

取締役会　御中

パシフィック監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笠井　浩一　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平山　誠　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社セラーテム

テクノロジーの平成22年７月１日から平成23年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年１月１

日から平成23年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年７月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　

記

　

　会社は、中国企業の子会社化に関連して、平成24年３月６日付で代表取締役社長ほか２名が金融商品取引法違反（偽計）

の容疑で東京地検特捜部に逮捕され、さらに、同月26日付で代表取締役社長および元取締役については証券取引等監視委員

会から刑事告発され、同日付で東京地方検察庁より起訴されており、現在も拘留中である。

　会社は、代表取締役社長が実質的に業務執行できない状況が継続しており、会社の今後の事業活動に重要な影響を与える

ものであるが、会社には時間的な制約もあり事実関係の社内調査は現時点で未了である。さらに、四半期連結財務諸表の作

成責任を明確にするための経営者確認書の内容について、当監査法人は経営者に直接確認することができなかった。

　その結果、当監査法人は四半期連結財務諸表に対する結論の表明の基礎となる証拠を入手することができなかった。

　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項が四半期連結財務諸表に与える

影響の重要性に鑑み、株式会社セラーテムテクノロジー及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態、同日をもって

終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかったかどうかについ

ての結論を表明しない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社セラーテムテクノロジー(E05250)

訂正四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第１四半期報告書の訂正報告書の提出理由
	第２訂正事項
	第３訂正個所
	第一部企業情報

	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他
	第二部提出会社の保証会社等の情報


	監査報告書

